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事 務 所 だ よ り  

 

令和３年６月号 

                            ～令和３年４月１日創設！～                担当  杉山  友香  

人材確保等支援助成金のテレワークコースは、良質なテレワークを新規導入・実施することにより、労働者の人材確保や

雇用管理改善等の観点から効果をあげた中小企業事業主が助成対象となります。 

支給対象となる経費の範囲   以下の取組の実施に要した費用が支給対象となります。 

  １．就業規則・労働協約・労使協定の作成・変更 

  ２．外部専門家によるコンサルティング 

  ３．テレワーク用通信機器の導入・運用 

  ４．労務管理担当者に対する研修 

  ５．労働者に対する研修 

主な受給要件    助成金を受給するためには、事業主が、次の措置を実施することが必要です。 

【機器等導入助成】 

１．テレワーク実施計画を作成し、管轄の労働局に提出してその認定を受けること。 

２．計画認定日以降、機器等導入助成の支給申請日までに、テレワークに関する制度として、所定の内容を規定した労働   

協約又は就業規則を整備すること。 

３．１．の認定を受けたテレワーク実施計画に基づき、実際にその取組を実施すること。 

４．評価期間（機器等導入助成）におけるテレワーク実施対象労働者のテレワーク実施状況が、以下以下（１）または（２）の  

基準を満たすこと。 

  （１）評価期間（機器等導入助成）において、１回以上、テレワーク実施対象労働者全員がテレワークを実施すること。 

  （２）評価期間（機器等導入助成）にテレワーク実施対象労働者が週平均１回以上テレワークを実施すること。 

【目標達成助成】 

１．離職率に係る目標の達成 

  （１）テレワークに関する制度の整備の結果、評価時離職率が、計画時離職率以下であること。 

  （２）評価時離職率が 30％以下であること。 

２．評価期間（機器等導入助成）初日から１年を経過した日からの３か月間に１回以上テレワークを実施した労働者数が、  

評価期間（機器等導入助成）初日から１年を経過した日における対象事業所の労働者数に、計画認定時点における対象

事業所の労働者全体に占めるテレワーク実施対象労働者の割合を掛け合わせた人数以上であること。 

受給額  機器等導入助成と目標達成助成において、下表のとおり支給されます。 

 

 

助 成 支 給 額 

機器等導入助成 

１企業あたり、支給対象となる経費の 30％ 

※ただし以下のいずれか低い方の金額を上限とする。 

 ・１企業あたり 100万円   ・テレワーク実施対象労働者１人あたり 20万円 

目標達成助成 

１企業あたり、支給対象となる経費の 20％  <生産性要件を満たす場合 35％> 

※ただし以下のいずれか低い方の金額を上限とする。 

 ・１企業あたり 100万円   ・テレワーク実施対象労働者１人あたり 20万円 
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労務管理に活かす労働判例 

「始業前の準備行為や終業後の後片付けは労働時間？」 
                                       担当 伊東 毅 

「労働契約上の労働時間」とは、使用者と労働者の当事者が合意した時間ですが、労基法

32 条の制限（週 40 時間、1 日 8 時間）を受けますし、それを超えて労働させる場合は 36

協定の締結・届出と通常の労働時間の賃金をもとに法定割増率を乗じた割増賃金を支払わ 

なくてはなりません。 

「労基法上の労働時間」とは、労働者が使用者の指揮命令下に置かれている時間（１）をいい、労働をさせ

た実労働時間をいいます。（２） 

経営者の皆様！今回は面白くないと、ここで読むのを辞めないで下さい。5 年後（当面は 3 年後）に痛い、

とても痛い、未払い残業代という時限爆弾が破裂するかもしれませんので。 

労基法上の労働時間とは、指揮命令下に置かれていると評価できる場合をいいますので、実作業以外に、労

働者が業務の準備行為等を事業所内で行うことを義務付けられ又はこれを余儀なくされたとき（黙示の指示）

には、指揮命令下にあったものと判断されます。(１) 

また、労働者が実作業に従事していない場合（手待時間や仮眠時間）でも、労働から離れることを保障され

ていなければ、使用者の指揮命令下に置かれていると判断されます。（３） 

このように整理すると、業務のための準備行為や後片付け、参加せざるを得ない朝礼、余儀なくされた掃除

等や待機時間等の不活動時間は、労基法上の労働時間です。 

しかし、労基法上の労働時間であれば常に賃金請求権が発生するわけではありません。法定労働時間（週40H、

1 日 8H）以内に、会社の所定労働時間が設定（例週 35H、1日７ H）されている場合で、7 時間を超えて 8 時間

になるまでは無給とすると就業規則に明記してあれば、1 時間の所定内残業しても、月給制の場合は労働契約

上は賃金の支払義務はないのです。（２ ） 

このように労基法上の労働時間だからといって、当然に賃金請求権が発生するわけではなく、労働契約によ

っていかなる賃金を支払うものと合意されているかによって定まります。（３） 

さらに、「通説・行政解釈（Ｓ 23.3.17基発 461号）は時間外労働の割増賃金は通常の賃金も含んだ 125％の

金額の支払いが使用者に義務付けられているとしているのに対して、（３）の判決は 100％の部分の賃金は（労

働契約上の賃金請求であり既払いの泊り勤務手当以上の）請求は出来ず、それを超える部分(25％)が労基法上

の賃金請求であるとし、割増賃金請求を二層構造で捉えた最初の最高裁判決」（４ P24）と論評しています。つ

まり、給与規定に「泊り勤務手当は、不活動仮眠時間に対する〇時間分の時間外割増手当として支給する」と

定義していれば良かった思います。 

所定の労働時間外に研修や QC活動などを行うことがあります。その場合は、時間外手当を支払う必要があり

ます。その場合に、通常の労働時間に対して支払う賃金を基礎にして割増手当を計算している場合があります。

しかし、通常の業務に比べて相当程度に労働密度が低い場合には、この最高裁判決を活用しては如何でしょう

か・・・。 

つまり給与規則に、「研修手当として、1時間あたり最低賃金額に時間外割増率を乗じた額を時間外手当とし

て支給する」と明記し周知していれば、労働契約の内容になります。労働密度が低い労働時間については、そ

の時間については最低賃金額とする、更にその金額に法所定の割増率を乗じた金額とすると、労働契約上は賃

金の支払いが済んでいることになります。 

仮に、労基法 37条所定の「通常の労働時間の賃金」を基礎にして時間外手当を請求されても、25％分で良い

わけですので、差額の支給はないものと考えます。 

参照 （１）三菱重工業長崎造船所事件（最高裁判Ｈ 12.3.9）  

（２）荒木尚志「労働法」P158  


